
１．基本情報

2

1

1

２．施策目標（施策指標）

№

３．評価と対応方針（部長評価）

・分析

・評価及び対応方針

４．今後の展望（評価会議最終評価）

平成３０年度　施策評価シート

基本目標 学び合い、志を育むまちづくり

担当部 教育委員会基本施策 あいさつ・感謝・志を柱とした学校教育の推進

単位施策名称 社会を生き抜く力の育成

施策の
方向性

●「知・徳・体」のバランスのとれた「基礎・基本」の定着として、確かな学力、豊かな
心、健やかな体の育成を図り、生涯にわたる学びの基盤を身に付けた児童生徒を育成しま
す。
●課題発見・解決学習の推進により、主体的な学びを促進し、これからの社会で活躍する
ために必要な資質・能力を身に付けた児童生徒を育成します。

目標指標 単位 区分
計画策定
時の状況

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度
中期目標

(R2)

1
全国学力・学習状況調
査の教科に関する調査
の結果（小学校）

ポイント

目標値 県平均+5.0 県平均+5.0 県平均+5.0 県平均+5.0 県平均+5.0

実績値 県平均+2.4 県平均+4.1 県平均+5.3 県平均+3.8 0 0

2
全国学力・学習状況調
査の教科に関する調査
の結果（中学校）

ポイント

目標値 県平均+5.0 県平均+5.0 県平均+5.0 県平均+5.0 県平均+5.0

実績値 県平均+3.6 県平均+2.1 県平均+3.3 県平均+3.0 0 0

0達成状況 未達成 達成 未達成 0

県平均+5.0

不明 0 0

0

目標値 県平均+5.0 県平均+5.0 県平均+5.0 県平均+5.0

達成状況 未達成 未達成 未達成 0

0

4

広島県「基礎・基本」
定着状況調査の教科の
学習内容の定着状況
（中学校）

ポイント

目標値 県平均+5.0 県平均+5.0 県平均+5.0 県平均+5.0

達成状況 達成 未達成 不明 0

3

広島県「基礎・基本」
定着状況調査の教科の
学習内容の定着状況
（小学校）

ポイント

県平均+5.0

実績値 県平均+6.0 県平均+5.6 県平均+4.1

実績値 県平均+3.8 県平均+3.5 県平均+3.6 不明 0 0

達成状況

（施策目標達成・未達成の要因、前年度評価を踏まえた見直し状況、新たに発生した課題・環境変化等）

小・中学校とも未達成となりました。令和元年度に行う次期府中町教育振興基本計画の策定に合わ
せて、要因を分析し、改善を図る必要があります。
なお、広島県「基礎・基本」定着状況調査は、見直しのため平成30年度から休止しています。

目標値達成を目指しつつ、課題発見・解決学習の推進により、主体的な学びを促進し、これからの
社会で活躍するために必要な資質・能力を身に付けた児童生徒を育成します。

作成担当部長 教育部長　榎並　隆浩

目標値未達成ですが、目標値到達率は６０％を超えています。分析内容に留意しつつ、引き続き目標値の
達成を目指し、現在の方向性で施策を継続することとします。

未達成 未達成 不明 0 0



【参考】施策の推進に要したコスト (単位:千円)
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11,307

区分 事業名称 事業費

施策の成果を
押し上げる

事業

事
務
事
業
計
画

小中連携教育充実事業 10,389

体験活動推進事業 681

学校図書館教育充実事業

施策の成果を
維持する事業

財
政
計
画

教育一般事務事業 15,142

小学校教育振興一般事務事業 12,653

中学校教育振興一般事務事業 13,413

学校ＩＣＴ環境整備事業 68,446

合計 132,031



１．基本情報

政策体系

2

1

1

２．事業概要

３．活動計画・活動実績

４．事業目標（事業指標）

№

５．コスト情報 (単位:千円)

決算 10,389 0 0 0 0

当初予算 16,339 0 0 0 0 16,339

10,389

指標の設定方法
小中学校教職員が共同で実施する研究活動成果を生かし主体的な学びを促進
するため、主体的に学ぶ児童・生徒の割合を指標としました。

区分 事業費合計
財源内訳

国庫支出金 県支出金

④ 0

達成状況

地方債 その他 一般財源

実績値

目標値

実績値

達成

③ 0

目標値

②
主体的に学ぶ生徒の割合
(中学校)

％

達成状況 達成 達成

達成状況

80.1 82.4 82.2

66.5 66.8 67.0

実績値 67.6 68.4 74.1

目標値 65.9 66.2

R1年度 R2年度

①
主体的に学ぶ児童の割合
(小学校)

％

目標値 80.1 80.3 80.5 80.7

指標名称 単位 区分 H28年度 H29年度 H30年度

達成状況 達成 達成 達成

81.0

実績値

活動計画 活動実績
○

○

○

児童生徒の「確かな学力」「豊かな心」「健やかな
体」を育成するため、小中学校の教職員が、義務教
育9年間における児童生徒の発達の段階に応じた系統
性を踏まえた教育課程を理解し、授業改善を図る研
修会を実施します。
非常勤講師の活用により、少人数指導やティーム
ティーチング等、個に応じたきめ細かい指導を行い
ます。
成果と課題を確認するための学力調査を行い、次へ
の改善につなげるマネジメントサイクルによる研究
を推進します。

○

○

○

小中学校教職員が共同で実施する研究組織による研
修会を、各中学校区で実施しました。
中学校非常勤講師の活用により、授業改善を推進し
ました。
学力調査の実施により、授業改善の成果を確認しな
がら、新たな課題を発見し、継続的に改善を進める
ことができました。

基本目標 学び合い、志を育むまちづくり

基本施策 あいさつ・感謝・志を柱とした学校教育の推進

単位施策 社会を生き抜く力の育成

平成３０年度　事務事業評価シート（評価）

事務事業の名称 小中連携教育充実事業 事業番号 211101

担当部署名 教育委員会 学校教育課

効果的な指導方法等の工夫・改善を行うため、小中学校教職員が共同で実施する研究活動において、先進校視
察や講師招聘等を取り入れることにより、更なる児童生徒の「基礎・基本」の学力の定着を図ります。



６．評価と対応方針（課長評価）

・分析

・評価

・評価を踏まえた対応方針

７．評価と対応方針（部長評価）

・分析

・評価

・評価を踏まえた対応方針

８．今後の展望（評価会議最終評価）

方向性を踏まえた
今後の展望

目標値を達成しています。引き続き目標値の達成を目指し、事業を継続することとしま
す。

事業継続

引き続き、教科間の連携やカリキュラムマネジメントの充実が必要です。

作成担当部長 教育部長　榎並　隆浩

今後の方向性 事業継続

教科間の連携、カリキュラムマネジメントの充実のためには必要な事業です。教育の質の向上、業務
改善の視点から各中学校区での研修会を隔年実施とします。

作成担当課長 学校教育課主幹兼学校支援室長　畑尻　佳括

（事業目標達成・未達成の要因、前年度評価を踏まえた見直し状況、新たに発生した課題・環境変化等）

中学校の生徒の主体的に学ぶ割合が小学校の児童に比べ低いことから、教科指導と生徒指導の一体的
な指導方法等に係る実践的な研究を共同で実施した結果、中学校での授業改善が進み、主体的に学ぶ
生徒の割合が上昇しました。義務教育9年間の系統的な教育課程実施には必要な事業です。

事業効果 高 事業改善 低 今後の方向性

小中学校教職員が共同で実施する研究組織による研修会を各中学校区で実施し、義務教育9年間にお
ける児童生徒の発達の段階に応じた系統性を踏まえた教育課程を理解し、授業改善を進めたことによ
り、目標を達成しました。

事業効果 高 事業改善 低 今後の方向性 事業継続

（事業目標達成・未達成の要因、前年度評価を踏まえた見直し状況、新たに発生した課題・環境変化等）



１．基本情報

政策体系

2

1

1

２．事業概要

３．活動計画・活動実績

４．事業目標（事業指標）

№

５．コスト情報 (単位:千円)

決算 681 0 0 0 0

当初予算 976 0 0 0 0 976

681

指標の設定方法
体験活動を通して豊かな心の育成や課題発見・解決学習能力の育成の成果と
して「自分にはよいところがある｣と思える児童の割合を指標としました。

区分 事業費合計
財源内訳

国庫支出金 県支出金

④ 0

達成状況

地方債 その他 一般財源

実績値

目標値

実績値③ 0

目標値

② 0

達成状況

達成状況

78.4 81.2 92.1

実績値

目標値

R1年度 R2年度

①
自分にはよいところがある
と思える児童の割合

％

目標値 81.0以上 81.0以上 81.0以上 81.0以上

指標名称 単位 区分 H28年度 H29年度 H30年度

達成状況 未達成 達成 達成

81.0以上

実績値

活動計画 活動実績
○ 豊かな人間性や社会性を育み、自己有用感を高め、

志を持ち社会で生き抜く児童生徒を育成するため、
小学校5年生を対象に3泊4日の宿泊体験活動（「山・
海・島」体験活動“ひろしま全県展開プロジェク
ト”）を継続して実施します。

○ 豪雨災害のため自然の中での集団宿泊活動は実施で
きませんでしたが、防災教育の視点を取り入れた体
験活動を実施するなど、各校で工夫を凝らした活動
を実施しました。

基本目標 学び合い、志を育むまちづくり

基本施策 あいさつ・感謝・志を柱とした学校教育の推進

単位施策 社会を生き抜く力の育成

平成３０年度　事務事業評価シート（評価）

事務事業の名称 体験活動推進事業 事業番号 211102

担当部署名 教育委員会 学校教育課

小学校５年生を対象に、３泊４日の宿泊体験活動を引き続き行い、児童の豊かな心の育成や、課題発見・解決
学習能力の育成に取り組みます。



６．評価と対応方針（課長評価）

・分析

・評価

・評価を踏まえた対応方針

７．評価と対応方針（部長評価）

・分析

・評価

・評価を踏まえた対応方針

８．今後の展望（評価会議最終評価）

方向性を踏まえた
今後の展望

目標値を達成しています。引き続き目標値の達成を目指し、事業を継続することとしま
す。

事業継続

防災教育の視点を取り入れるなど、引き続き、学校の教育課程と連携し、体験活動の内容の充実を図
ります。

作成担当部長 教育部長　榎並　隆浩

今後の方向性 事業継続

事業を継続し、豊かな心の育成や課題発見・解決学習能力の育成に努めます。また、防災教育の視点
を取り入れるなど、学校の教育課程と連携し、体験活動の内容の充実を図ります。

作成担当課長 学校教育課主幹兼学校支援室長　畑尻　佳括

（事業目標達成・未達成の要因、前年度評価を踏まえた見直し状況、新たに発生した課題・環境変化等）

自己肯定感の割合が大きく上昇しています。自己肯定感を育むには、一人一人が自らの課題を乗り越
えつつ、他者と協働して何かを成し遂げる機会を体験活動の中に組み込んでいくこと等が大切であ
り、自己肯定感と体験活動には相関関係があるものと考えます。今後も体験活動を通して、豊かな心
の育成や課題発見・解決学習能力の育成を図る必要があります。

事業効果 高 事業改善 低 今後の方向性

「自分にはよいところがある」と思える児童の割合が年々上昇しています。今後も体験活動を通し
て、豊かな心の育成や課題発見・解決学習能力の育成を図る必要があります。

事業効果 高 事業改善 低 今後の方向性 事業継続

（事業目標達成・未達成の要因、前年度評価を踏まえた見直し状況、新たに発生した課題・環境変化等）



１．基本情報

政策体系

2

1

1

２．事業概要

３．活動計画・活動実績

４．事業目標（事業指標）

№

５．コスト情報 (単位:千円)

決算 11,307 0 0 0 0

当初予算 11,511 0 0 0 0 11,511

11,307

指標の設定方法
図書館資料を利用することにより健全な教養を育成することが目的のため、
１か月に３冊以上本を読む児童・生徒の割合を指標としました。

区分 事業費合計
財源内訳

国庫支出金 県支出金

④ 0

達成状況

地方債 その他 一般財源

実績値

目標値

実績値

未達成

③ 0

目標値

②
1か月に3冊以上本を読む生
徒の割合(中学校)

％

達成状況 達成 達成

達成状況

72.0 65.7 67.2

33.0 34.0 35.0

実績値 38.6 39.5 32.4

目標値 31.0 32.0

R1年度 R2年度

①
1か月に3冊以上本を読む児
童の割合(小学校)

％

目標値 72.3 72.5 72.7 72.9

指標名称 単位 区分 H28年度 H29年度 H30年度

達成状況 未達成 未達成 未達成

73.0

実績値

活動計画 活動実績
○

○

○

豊かな感性や情操を育む読書センターの機能、児童
生徒が自ら学ぶ学習情報センターの機能を充実さ
せ、児童生徒の望ましい読書習慣の形成を図るとと
もに、主体的な学習を推進します。
図書司書を配置し、学校図書館の機能の充実を図り
ます。
図書システムを新たに更新し、図書の活用を促進し
ます。

○

○

豊かな感性や情操を育む読書センターの機能、主体
的な学びを促進するための学習情報センターとして
の図書館の機能を充実させるため、学校図書司書
を、小学校2名、中学校1名、1校あたり週15時間配置
しました。
図書館システムの更新を行い、図書の活用を促進し
ました。

基本目標 学び合い、志を育むまちづくり

基本施策 あいさつ・感謝・志を柱とした学校教育の推進

単位施策 社会を生き抜く力の育成

平成３０年度　事務事業評価シート（評価）

事務事業の名称 学校図書館教育充実事業 事業番号 211103

担当部署名 教育委員会 学校教育課

学校図書司書の配置、図書購入による蔵書の整備等を行い、小中学校図書館教育の充実に努めます。



６．評価と対応方針（課長評価）

・分析

・評価

・評価を踏まえた対応方針

７．評価と対応方針（部長評価）

・分析

・評価

・評価を踏まえた対応方針

８．今後の展望（評価会議最終評価）

方向性を踏まえた
今後の展望

目標値未達成です。事業は継続するものの、費用対効果を考え方向性を抜本的に見直すと
ともに、事業のあり方について再検討することとします。

事業継続

府中小学校の魅力的な図書コーナーの設置など、各小中学校とも読書の啓発や習慣づけを図る取組が
必要です。

作成担当部長 教育部長　榎並　隆浩

今後の方向性 抜本的な見直し

家庭や地域との連携等により、読書の習慣づけを図る取組の活性化や、授業における学校図書館の活
用の拡大を図ります。夏休みの図書館開放については利用の増加は見込めないため廃止します。

作成担当課長 学校教育課主幹兼学校支援室長　畑尻　佳括

（事業目標達成・未達成の要因、前年度評価を踏まえた見直し状況、新たに発生した課題・環境変化等）

事業目標は小学校、中学校ともに達成できませんでした。朝読書の時間に代わって「ふちゅうＥタイ
ム」が実施されるなど、読書時間の確保が難しくなっていることが要因と考えられます。

事業効果 高 事業改善 低 今後の方向性

事業目標は小学校、中学校ともに達成できませんでした。朝読書の時間に代わって「ふちゅうＥタイ
ム」が実施されるなど、読書時間の確保が難しくなっていることが要因と考えられます。また、夏休
みの図書館開放について、学年による利用時間の制限などを取りやめ、利用の推進を図りましたが、
利用の増加には至りませんでした。

事業効果 高 事業改善 低 今後の方向性 事業継続

（事業目標達成・未達成の要因、前年度評価を踏まえた見直し状況、新たに発生した課題・環境変化等）


